
（税抜）

区分
公設公営方式
（単年度委託）

公設民営方式
（ＤＢＯ方式）

民設民営方式
（BTO方式）

財政負担額
（現在価値換算後）

527.2億円 496.3億円 513.0億円

財政負担削減額 ※1
（現在価値換算後）

ー 30.9億円 14.1億円

VFM※１ ー 5.9％ 2.7％

※端数処理の関係で民設民営方式（BTO方式）の合計値が公設公営方式（単年度委託）の財政負担額と
合いません。

ア 事業方式及び財源計画について（差し替え）

【詳細な検討】

(3) 検討事項（新規審議）

４７ページ

事業方式の整理

事業スキームの整理

市場調査

1次評価

詳細な検討

2次評価

＜VFM算出結果＞

※１ 各事業方式のＶＦＭは、各事業方式における「財政負担削除額（現在価値換算後）」を公設公営方式
における「財政負担額（現在価値換算後）」で除すことで求めています。
※１ 現在価値換算とは、将来の金額を今の価値に換算することです。本事業は公共事業であり、リスク
の低い事業のため、日本国債の金利を参考に現在価値換算をしています。



ア 事業方式及び財源計画について（差し替え）

【２次評価】

(3) 検討事項（新規審議）

４８ページ

事業方式の整理

事業スキームの整理

市場調査

1次評価

詳細な検討

2次評価

＜2次評価＞

本事業で採用する事業方式は、

公設民営方式（ＤＢＯ） とします。

＜主な理由＞

・公設公営方式（単年度委託）と比較して、約5．９％財政負担額の
 削減が見込める。経済的に優れた事業方式と考えられます

・参入意欲のある民間事業者が最も多く、競争性が働くことが
期待できることから、さらなる財政負担額の削減が期待できます。

・設計・建設と運営を一体的に発注することで、民間ノウハウの活用
 に期待ができるとともに、リスク分担が明確になります。
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